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参考２  各種資料 

 
第１章関係 中小企業の状況 
 
 
   図表 1-1 県内の開業率の推移 

 

 

 

 

 

   図表 1-2 県内の廃業率の推移 

 

                     （事業所・企業統計調査結果を基に作成） 

   （注）図表1-1,1-2共通 

     ① ３年から８年までの開廃業率のうち卸売業、小売業、飲食業は３業種計の 

       数値を小売業欄に記載 

     ② H13-H16 のサービス業はサービス業（他に分類されないもの）を記載 
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   図表 1-3 県内業種別中小企業数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業所・企業統計調査） 

 
 
 

図表 1-4 従業者規模別事業所数及び従業者数の構成比 

 
（平成 18年事業所・企業統計調査） 
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図表 1-5 中小企業の景気動向 

業況（前期比・季節調整値） 

  

 

2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 

1 期 2 期 3 期 4 期 1 期 2 期 3 期 4 期 1 期 2 期 3 期 4 期 1 期 2 期 3 期 4 期 1 期 2 期 3 期 4 期 

千葉県 

全業種 -12.9 -13.9 -11.4 -13.5 -12.1 -17.2 -15.2 -17.5 -20.8 -24.4 -28.5 -35.3 -40.6 -34.1 -32.0 -26.9 -28.3 -30.9 -29.7 -23.8 

製造業 -13.3 -12.5 -6.7 -5.1 -3.4 -11.2 -17.0 -17.5 -23.4 -22.4 -27.0 -34.1 -49.7 -40.1 -39.2 -31.6 -31.1 -34.0 -26.5 -30.4 

非 製造 業 -12.6 -14.9 -12.5 -15.9 -14.7 -19.1 -14.5 -17.3 -20.3 -25.2 -28.8 -35.4 -38.6 -33.0 -30.0 -25.7 -27.6 -30.6 -30.6 -22.6 

全 国 

全業種 -19.2 -19.9 -20.9 -20.5 -21.0 -23.3 -24.7 -26.2 -29.2 -32.8 -37.1 -41.9 -49.6 -43.3 -38.5 -36.2 -34.2 -30.8 -29.0 -27.9 

製造業 -9.4 -11.1 -14.9 -11.9 -13.7 -16.8 -18.7 -20.1 -24.0 -27.5 -34.9 -43.0 -54.3 -44.5 -34.9 -31.7 -26.1 -19.3 -21.1 -22.3 

非 製 造 業 -23.2 -23.3 -23.3 -23.8 -23.9 -25.8 -27.2 -28.5 -31.2 -34.6 -37.8 -41.6 -47.9 -42.9 -39.7 -37.6 -36.7 -34.7 -31.3 -29.8 

＊本調査は、県内中小企業約４００社（製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業の５業種）を対象に、四半期ごとに行ってい
るアンケート（千葉県商工会連合会、千葉県中小企業団体中央会、千葉、松戸、船橋、習志野の各商工会議所で実施）をもとに、
前年同期と比較による好転・悪化の割合（％）の差を DI 値として算出したものをグラフ化している。（１期：１～３月、２期：４～６月、
３期：７～９月、４期：10～12 月）   DI=(好転した企業数－悪化した企業数）／集計企業数×１００（％） 

 

 

 
 

図表 1-6 鉱工業指数(季節調整済指数)の最近の動き 
 

年月 

H22 年

1 月 

 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

生産指数 95.6  96.6  92.7  97.8  97.3  93.0  94.7  95.5  95.3  94.2  93.9  98.3  

前年増減比 19.1 24.9 23.8 20.3 15.4 6.7 6.6 7.1 8.1 4.3 2.4 5.4 

 
県統計課 「平成１７年基準 千葉県鉱工指数月報」 
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図表 1-7 企業倒産件数の最近の動き 

年月 

H22 年 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

H23 年

1 月 

倒産件数 24 32 30 37 38 39 29 31 36 32 34 22 

前年増減比 -22.5 -25.5 -25.0 19.3 -13.6 -30.3 -19.4 -27.9 -10.0 23.0 70.0 -50.0 

株式会社東京商工リサーチ調べ 

 

 

 

 

図表 1-8 倒産件数・業種別                    

業 種 

平成２０年 平成２１年 平成２２年 

件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 

製 造 業 41 13,406 57 34,133 44 16,740 

建 設 業 122 25,166 150 23,449 122 21,759 

卸 売 業 64 10,294 46 8,255 51    16,802 

小 売 業 47 3,898 54 4,859    57  7,504 

不 動 産 25 7,629 23 22,829  20  4,902 

サービス業・その他 89 18,322 106 25,014  112  43,976 

計 388 78,715 436 118,539     406 111,683 

（(株）東京商工リサーチ調べ) 
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図表 1-9 倒産件数・原因別 

原 因 
平成２０年 平成２１年 平成２２年 

件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 

放漫経営 10 6,714 16 13,719 6 9,137 

過小資本 17 6,913 20 4,238 28 35,228 

他社倒産の余波 31 7,122 37 12,509 39 16,935 

既往のシワ寄せ 7 955 1 13,800 0 0 

その他（偶発的要因） 8 672 14 1,558 6 2,089 

信用性低下 3 3,619 3 1,603 0 0 

業績不振 307 49,242 337 64,659 319 43,431 

売掛金回収難 0 0 4 750 4 134 

在庫状態悪化 0 0 2 1,150 0 0 

設備投資過大 5 3,478 2 4,553 4 4,729 

計 388 78,715 436 118,539 406 111,683 

((株）東京商工リサーチ調べ) 

 

 

図表 1-10 大型小売店販売額の最近の動き                    ※ 販売額単位：億円 

年月 

H22 年 

1 月 

 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

H23 年 

1 月 

販売額 812 672 765 764 763 775 819 746 722 774 804 978 825 

前年増減比 -5.7 -4.8 -4.0 -3.0 -3.5 -1.3 -1.0 -0.7 -1.4 1.7 0.8 -2.0 0.1 

                                                      経済産業省 「商業販売統計速報」
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図表 1-11 新設住宅着工戸数の最近の動き 

 

年月 

H22 年 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

H23 年 

1 月 

戸数 3,142 2,973 3,593 2,252 3,473 4,036 3,489 4,431 3,298 5,052 3,068 3,946 

前年増減比 -11.4 -12.7 0.4 -23.4 7.0 3.9 14.1 23.8 -4.8 36.9 -0.6 -31.2 

国土交通省 「住宅着工統計」 

 

 
 
 
図表 1-12有効求人倍率の最近の動き 

年月 

H22 年 

1 月 

 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

H23 年 

1 月 

有効求人倍率 0.40 0.41 0.42 0.43 0.43 0.44 0.45 0.46 0.47 0.47 0.48 0.48 0.49 

完全失業率 4.7 4.8 5.3 5.5 5.3 5.8 5.2 5.3 5.3 5.0 4.5 4.4 4.7 

総務省、千葉労働局資料   
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図表 1-13平成２１～２２年度ふるさと雇用再生特別基金事業・緊急雇用創出事業の 

事業計画・事業実績  

 
 (平成 23 年 1 月末現在) 

 県 市町村 合 計 

件

数 

事業費 
  (千円) 

雇用 
人数 

件

数 

事業費 
  (千円) 

雇用 
人数 

件

数 

事業費 
  (千円) 

雇用 
人数 

ふ 
る 

さ 
と 

Ｈ21年
度 

15 226,335 132 58 382,453 237 73 608,788 369 

Ｈ22年

度計画 
18 811,784 295 83 1,055,363 303 101 1,867,147 598 

Ｈ22年
度見込 

18 788,128 295 83 1,055,094 303 101 1,843,222 598 

緊 
 
急 

Ｈ21年
度 

75 447,635 647 359 1,511,350 2,053 434 1,958,985 2,700 

Ｈ22年
度計画 

78 1,921,015 995 641 5,039,971 3,485 719 6,960,986 4,480 

Ｈ22年
度見込 

78 1,799,623 995 641 5,039,968 3,485 719 6,839,591 4,480 

計 

Ｈ21年
度 

90 673,970 779 417 1,893,803 2,290 507 2,567,773 3,069 

Ｈ22年
度計画 

96 2,732,799 1,290 724 6,095,334 3,788 820 8,828,133 5,078 

Ｈ22年

度見込 
96 2,587,751 1,290 724 6,095,062 3,788 820 8,682,813 5,078 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 69 - 

第３章 第１ 中小企業の経営基盤の強化 関係 
 
（１） 資金調達  

図表 3-1-1 各機関の貸出等の状況             （単位：百万円） 

区分 １９年度 ２０年度 ２１年度 

民間金融機関 9,897,223 10,132,531 10,265,034 

政府系金融機関 461,975 450,585 459,212 

信用保証協会 898,360 1,032,496 1,132,508 

県制度融資 264,603 347,050 389,356 

（資料）県経営支援課（融資実績）、保証概況 

・民間金融機関は、県内に本店のある銀行、信用金庫、信用組合の総貸出残高の合計を示す。 

（大規模企業向け融資及び個人融資を含む。） 

  ・政府系金融機関は、県内にある政府系金融機関（日本政策金融公庫、（株）商工組合中央金庫）各支店の

総貸出残高の合計を示す。 

  ・信用保証協会は、保証残高を示す。   

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１) 制度融資 

県が融資に係る原資の一部を取扱金融機関に  

預託し融資利率を低減化するとともに、信用保

証協会による保証を付与することで、金融機関

の貸出リスクを引き下げることにより、県内中

小企業者の資金調達を円滑化するもの 
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図表 3-1-2 県制度融資実績（平成 22 年 3 月末） 

 件 数 金額(千円) 前年同期比 

制度融資全体 29,578 285,440,072 96.1% 

 うちｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ資金 7,370 110,626,085 105.9% 

 

図表 3-1-3 県制度融資残高（平成 22 年 3 月末） 

 件 数 金額(千円) 前年同期比 

制度融資全体 48,372 389,355,562 112.2% 

 うちｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ資金 13,123 179,285,733 143.0% 

 (注２) セーフティネット資金 

取引先の倒産、災害や売上げの減少等により

経営の安定に支障を生じている中小企業者に対

し融資する制度 

 

図表 3-1-4県制度融資実績（単位：千円） 
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（２） 経営革新 

 

図表 3-1-5 県内経営革新計画承認企業数      （単位：企業） 

 

累計 1位 東京都（5,076 件） 2位 愛知県（3,357件） 3位 福岡県（2,655 件） 

12 位 千葉県（1,027件） 〔平成11年 7月～平成 22年 3月，単位；件〕 

 

図表 3-1-6業種別承認件数【上位３業種】（単位:件）（平成 22年 3月末時点） 

業種 件数 構成比 

製造業 382 37.2 

サービス業 179 17.4 

卸売・小売業 169 16.5 

 

 

図表 3-1-7 経営革新計画期間中（承認１年後）の付加価値額が 

年率 3％以上増加した企業の割合               （単位:％） 

 19 年度 20 年度 21 年度 

計 56.97 46.25 42.17 

（県フォローアップ調査結果） 

 

（３） 生産性向上 

 

図表 3-1-8 中小企業ＩＴ化「底上げ」支援事業 
H19 業種別 IT経営実践セミナー 新規、３回 

H20 ＡＳＰ活用事例セミナー 

中小サービス業のためのＩＴ活用イノベーションセミナー 

3 回、参加 102 名 

1 回、参加 89名 

H21 ＡＳＰ活用事例セミナー 

携帯サイト構築セミナー 

Web マーケティング活用セミナー 

2 回、参加 26名 

3 日間、参加 9名 

2 日間、参加 20 名 
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（４） 販路開拓 
 

 

図表 3-1-9（財）千葉県産業振興センターにおける下請取引のあっせん件数 

 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 
訪問企業数 １，５６９企業 ８４９企業 ９８７企業 １，１７４企業 １，４９２企業 

発注企業登録数 ９２９社 ９０１社 ９３７社 ９３４社 ９２８社 

受注企業登録数 ２，８５６社 ２，８２７社 ２，８２７社 ２，８６６社 ２，７８４社 

あっせん件数 １，０２１件 １，９４７件 ２，０７２件 ８３１件 ５４６件 

あっせん成立件数 ８７件 ７３件 ９５件 ６３件 ５３件 

 

 

 

 

図表 3-1-10 県内企業のインターネット活用率 

 
     (「通信販売市場の拡大の背景と今後の発展性について」千葉経済センター 2009年 12月) 
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（５） 海外市場取引 

 

図表 3-1-11 中小企業の海外展開の状況（全国） 

 
（中小企業基盤整備機構「平成 20 年度中小企業海外事業活動実態調査」） 

 
 

図表 3-1-12 海外子会社を保有する企業の割合（全国） 
 

 
 

（経済産業省「中小企業白書 2010 年版」） 
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図表 3-1-13 千葉県企業の地域別海外進出状況 
 

 [主な国（地域）別進出状況] 

① 中国  159 社 217 事業所 

② 米国    49 社  55 事業所 

③香港  45社  55事業所 

④台湾  45社  49事業所 

⑤タイ   33 社  40事業所 

⑥韓国  27社  29事業所 

  

 

 

 

                      （2006 年 1月ジェトロ千葉貿易情報センター調べ） 

 

図表 3-1-14 中小企業が期待する海外展開への支援（全国） 

 

 （中小企業基盤整備機構「平成 20 年度中小企業海外事業活動実態調査」） 

地域 延べ企業数 事業所数 
アジア ３８４ ４９６ 
 うちアセアン １００ １３８ 
北米 ５６ ６３ 
欧州 ３６ ５８ 
中南米 １１ ２２ 
オセアニア １０ １３ 
アフリカ １ １ 
合計 ４９８ ６５３ 

※同一会社でも２カ国に進出している場合は２社として計上 
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（６） 事業承継とリスクマネジメント支援 
 

図表 3-1-15 商店街が当面している問題点 

 

 （平成 20 年度千葉県商店街実態調査） 

 

 

図表 3-1-16県による事業承継セミナー開催状況 

年度 回数 参加者数 

19 9 回 423 名 

20 4 回 140 名 
 

 

 

図表 3-1-17 千葉県中小企業再生支援協議会（千葉商工会議所受託）における相談件数 

年度 19 20 21 累計（H15～） 

相談企業数 79 72 67 519 

延べ相談件数 177 171 143 954 
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第２ 地域づくり、まちづくりと連携した中小企業の活性化 関係 
 
 
（１） 地域商業の現状 
 

図表 3-2-4県内商業（卸売業・小売業）の販売額推移 

単位：百万円 

 
                                    （商業統計調査） 

 

図表 3-2-1商店会数の推移 

  
平成 

２年 

平成 

４年 

平成 

６年 

平成 

８年 

平成 

10 年 

平成 

12 年 

平成 

14 年 

平成 

16 年 

平成 

18 年 

平成 

20 年 

商店会数 981 983 974 960 941 908 881 855 828 779 

内
訳 

商店街振興組

合 
27 29 31 33 32 32 32 34 35 36 

事業協同組合 37 59 70 75 79 75 71 63 56 54 

（法人計） 64 88 101 108 111 107 103 97 91 90 

任意商店会 917 895 873 852 830 801 778 758 737 689 

法人化率（％） 6.5  9.0  10.4  11.3  11.8  11.8  11.7  11.3  11.0  11.6  
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図表 3-2-2商店街空き店舗率の推移 

 
 （千葉県商店街実態調査等）          

                           （千葉県商店街実態調査等 平成 20年） 

 

 

 

（２） 地域商業の人材育成 

 

図表 3-2-5 商店街若手リーダー養成事業(商い未来塾) 

H20 参加者 16 名 うち修了者 15名  

H21 参加者 16 名 うち修了者 16 名 累計修了者 213名 

 

 

 

 

（３）農商工連携などの活用 

 

図表 3-2-6 県内地域資源活用事業・農商工等連携事業計画法認定数 

（平成23年 2月末現在） 

 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 計 

地域資源活用事業 4 3 6 2 15 

農商工等連携事業 - 3 6 3 12 

計 4 6 12 5 27 

「中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律」（平成19年 6月施行）及び「中小企

業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律」（平成20年 7月施行）に基づく国による事業

計画認定件数 
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）

 

図表 3-2-3県内商店街の空き店舗率の分布 

     6%未満 

     6～15% 

      15%以上 
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（３） 観光による地域の活性化 

 

図表 3-2-7 観光客入込総数の推移と千葉県観光の沿革 

 
 

 
図表 3-2-8 東京湾アクアラインの交通量    （単位：日平均交通量（台／日）） 

 Ｈ21.8.1～22.7.31 Ｈ20.8.1～21.7.31 対前年比 Ｈ19.8.1～20.7.31 

全
日 

計 ３１，７００ ２２，２００ １４３％ ２０，２００ 

小型 ２６，８００ １９，３００ １３９％ １７，３００ 

大型  ５，０００ ２，９００ １７２％ ２，９００ 

土 
日 
祝 

計 ４１，４００ ３１，２００ １３３％ ２６，９００ 

小型 ３８，４００ ２９，１００ １３２％ ２４，８００ 

大型  ３，０００ ２，１００ １４３％ ２，１００ 

平 
日 

計 ２６，９００ １７，６００ １５３％ １７，０００ 

小型 ２０，８００ １４，３００ １４５％ １３，７００ 

大型  ６，１００ ３，３００ １８５％ ３，３００ 

 

図表 3-2-9南房総地域の観光入込の状況   （単位：日平均人地点） 

  21.8.1～22.7.31 20.8.1～21.7.31 増減 対前年比 

全日 7,792 7,613 179 102% 

土日祝 14,414 14,030 384 103% 

平日 4,320 4,305 15 100% 

     注）観光入込客数は、調査対象5施設（かつうら海中公園（勝浦市）、鴨川シーワールド（鴨
川市）、南房パラダイス（館山市）、マザー牧場（富津市）、東京ドイツ村（袖ケ浦市））
の合計であり、南房総地域全体の観光入込客数を示したものではない。 
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第３ 新事業・新産業の創出と産業集積による活性化 関係 

図表 3-3-1（財）千葉県産業振興センターの共同研究実績 

 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

共同研究支援数 ５２件 ５９件 ４９件 ９６件 

研究開発コーディネ

ータ等人数 
８名 ８名 ７名 ６名 

競争資金等獲得金額 2億 9,242万円 3 億 691 万円 3億 4,903万円 11億2,628万円 

 

 

 図表 3-3-2 発明相談事業（発明協会千葉県支部）における相談件数の推移（単位：件数） 

年度 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

相談件数 776 892 1,315 1,409 1,268 1,060 1,236 1,348 1,377 

 

 

 図表 3-3-3 県内の主な理工系大学・研究機関・産業支援機関 
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図表 3-3-4 県内の公的インキュベーション施設 

 

東葛テクノプラザ
（柏市・Ｈ１０・５１室）
東大柏ベンチャープラザ
（柏市・Ｈ１６・３４室）

いんざい産学連携センター
（印西市・Ｈ１８・１０室）

いちかわ情報プラザ
（市川市・Ｈ１４・２６室）

ベンチャープラザ船橋
（船橋市・Ｈ１９・３５室）

富士見店舗型インキュベート施設
（千葉市・Ｈ１３・６室）
富士見ビジネスインキュベート施設
(千葉市・Ｈ１５・８室）

千葉市ビジネス支援センタｰインキュベｰト施設
(千葉市・Ｈ１９・１８室）

千葉大亥鼻イノベーションプラザ
（千葉市・Ｈ１９・３４室）

新産業交流プラザUBOX
（東金市・Ｈ１５・６室）

かずさインキュベーションセンター
（木更津市・Ｈ１１・１１室）
クリエイション・コア かずさ

（木更津市・Ｈ１２・１３室）
かずさバイオインキュベータ
（木更津市・Ｈ１６・５室）

木更津市テレワークセンター
（木更津市・Ｈ１３・２０室）

県内公的インキュベーション施設
施設数 １４

合計貸室数 ２７７

中小機構のBI施設

その他
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第４ 産業人材の確保・育成 関係 

 

図表 3-4-1 就職（内定）率の推移（大学）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（厚生労働省調査） 

 

 
 
 

図表 3-4-2 生産年齢人口の推移 
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 （2010） 

平成 27 年

（2015） 

平成 32 年

 （2020） 

平成 37 年

（2025） 

平成 42 年

（2030） 

平成 47 年

（2035） 

西暦

割合

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

（国立社会保障人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」） 
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図表 3-4-3 人材育成に関する問題がある事業所 

（厚生労働省 平成 21年度能力開発基本調査） 
 
 

図表 3-4-4 人材育成に関する問題点の内訳（複数回答） 

 
（厚生労働省 平成 21年度能力開発基本調査） 

 
 
 

図表 3-4-5 平成 21年度在職者訓練の実施状況（平成 22年 3月末） 

 コース数 受講者数 
メニュー型訓練 ２８ １９３ 
オーダー型訓練 １７ １２０ 

合計 ４５ ３１３ 
※ メニュー型訓練：あらかじめ訓練内容等を設定し、受講生を募集する訓練 
※ オーダー型訓練：中小企業等からの要望に応じ、訓練内容等を設定し、実施する訓練 
 
 



 - 82 - 

 
 

図表 3-4-6 千葉県内の民間企業における障害者実雇用率の推移 

 
（千葉労働局 6 月 1 日現在の障害者雇用状況調査） 

 
 
 
 

図表 3-4-7 生活でのワーク・ライフ・バランスの実現の「希望」と「現実」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成 22 年ワーク・ライフ・バランス県民意識調査） 
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図表 3-4-8 年齢階級別女性の有業率 

 
（総務省統計局 平成 19 年就業構造基本調査）
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第５ 総合的な支援体制の充実 関係 

 

＜経営全般に関わる相談支援機関＞ 

 

 

図表 3-5-1県内の商工会・商工会議所における相談支援 

（平成 21年度） 

 合計 経営一般 金融 税務 労働 その他 

件数 133,169 45,566 21,146 16,210 15,985 34,262 

計 100.0 34.2 15.9 12.2 12.0 25.7 

 

（平成 20年度） 

 合計 経営一般 金融 税務 労働 その他 

件数 135,582 45,853 22,039 16,902 15,807 34,981 

割合 100 33.8  16.3 12.5 11.7 25.8 

 

 

 

図表 3-5-2（財）千葉県産業振興センターにおける相談支援 

 

（平成 21年度） 

 合計 経営全般 法律 資金 特許 その他 相談企業数

（実数） 

件数 1,167 73 173 184 30 707 696 

計 100 6.3 14.8 15.8 2.6 60.5 - 

 

（平成 20年度） 

 合計 経営全般 法律 資金 特許 その他 相談企業数

（実数） 

件数 1,407 204 280 190 28 335 825 

割合 100 19.7 27.0 18.3 2.7 32.3 - 
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図表 3-5-3（財）千葉県産業振興センターブロック別相談実績  

地域 相談件数 割合（％） 
専門家派遣

件数 
割合（％） 

東葛飾地域 155 14.9 5 8.1 

葛南地域 315 30.4 25 40.3 

千葉地域 202 19.5 7 11.3 

北総地域 98 9.5 1 1.6 

香取地域 15 1.4 0 0.0 

海匝地域 20 1.9 8 12.9 

東上総地域 22 2.1 3 4.8 

山武地域 29 2.8 6 9.7 

夷隅地域 11 1.1 2 3.2 

南房総地域 32 3.1 3 4.8 

安房地域 12 1.2 1 1.6 

千葉県計 911 87.8 61 98.4 

他県 34 3.3 1 1.6 

不明 92 8.9 0 0.0 

総計 1,037 100.0 62 100.0 

（平成20年度） 

 

 

○メールマガジン「千葉県産業情報ヘッドライン」の配信 

 

図表3-5-4 配信件数の推移（※Ｈ16は第１回配信時の件数） 

Ｈ16.9.16 H19.11.29 H20.11.27 H21.11.26 

１，５０８件 ５，０９３件 ５，０５５件 ５，０３６件 

 

 

＜専門的な相談支援機関＞ 

 

図表 3-5-5 発明相談事業（発明協会千葉県支部）における相談件数 【再掲】 

年度 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

相談件数 776 892 1,315 1,409 1,268 1,060 1,236 1,348 1,377 

 

 

図表 3-5-6 日本貿易振興機構（ジェトロ）千葉貿易情報センターにおける貿易投資相談件数 

年度 19 20 21 

相談件数 802 671 806 
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図表 3-5-7 千葉県中小企業再生支援協議会（千葉商工会議所受託）における相談件数【再掲】 

年度 19 20 21 累計（H15～） 

相談企業数 79 72 67 519 

延べ相談件数 177 171 143 954 

 

 

＜技術支援・技術相談＞ 

 

 千葉県産業支援技術研究所（千葉市内）及び東葛テクノプラザ（柏市内）において、技術相

談、依頼試験等に対応している。 

 

図表 3-5-7産業支援技術研究所の相談・支援件数 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

技術相談 1,063 1,091 994 954 

技術指導（所内） 9 22 48 43 

実地指導 79 32 27 47 

テクニカルカウンセラー 536 48 29 19 

   計 1,687 1,193 1,098 1,063 

 

 

図表 3-5-8 産業支援技術研究所の依頼試験実施状況 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

件数 6,547 7,165 5,852 5,405 

金額（千円） 24,094 22,876 17,716 21,564 

 

 

図表 3-5-9東葛テクノプラザの依頼試験実施状況 

年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

件数 976 1,107 815 652 

金額（千円） 4,441 3,750 2,907 2,766 

 

 

図表 3-5-10（財）千葉県産業振興センターの共同研究実績【再掲】 

 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

共同研究支援数 ５２件 ５９件 ４９件 ９６件 

研究開発コーディネ

ータ等人数 
８名 ８名 ７名 ６名 

競争資金等獲得金額 2億 9,242万円 3 億 691 万円 3億 4,903万円 11億2,628万円 

 
 
 
 



 - 87 - 

＜官公需施策関係＞ 

 

図表 3-5-11 県の官公需契約実績 

＊官公需実績は、県（一般会計･特別会計）、公営企業（水道局、企業庁等）、公社（道路公社等）の工事、

役務及び物品で、中小企業に発注が可能な契約を対象としている。 

 

 

 

区    分 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

件 

 

数 

官公需総数 209,830 210,503 192,790 204,134 

中小企業向け発注数 172,067 169,833 164,755 179,118 

中小企業向け比率（%) 82.0 80.7 85.5 87.7 

金 

 

額 

官公需総数 195,326 205,575 192,980 201,560 

中小企業向け発注額 139,448 142,693 136,918 147,297 

中小企業向け比率（%） 71.4 69.4 70.9 73.1 


